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平成 18 年３月期  第３四半期財務･業績の概況(連結)     平成 18 年２月９日 

上場会社名  東京製綱株式会社 （コード番号：5981  東証、大証第１部）

（ＵＲＬ    http://www.tokyorope.co.jp/ ）   

問 合 せ 先        代表者役職・氏名 取締役社長 田中 重人 （ＴＥＬ：（03） 3211 － 2851 ） 

              責任者役職・氏名 総 務 部 長 佐藤 和規 
 
１．四半期業績の概況の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 

当第３四半期における税金費用については、法定実効税率をベースとした見積税率による簡便法によっております。 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 有 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有  連結(新規)２社 持分法(新規)１社 

 
２．平成 18 年３月期第３四半期の業績概況(平成 17 年４月１日 ～ 平成 17 年 12 月 31 日) 

(1)経営成績(連結)の進捗状況 (記載金額は百万円未満を切捨て表示)

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
四半期(当期) 
純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成18年３月期第３四半期 49,511 2.8 2,999 9.6 2,691 15.5 1,322 27.6

平成17年３月期第３四半期 48,162 9.2 2,737 27.3 2,329 36.8 1,035 223.2

(参考)平成 17 年３月期 69,101 6.8 5,010 25.5 4,187 24.0 2,279 152.9

 

 
１株当たり四半期
(当 期 )純 利 益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当 期 )純 利 益

 円 銭 円 銭

平成18年３月期第３四半期 8.50 8.50

平成17年３月期第３四半期 6.57 6.57

(参考)平成 17 年３月期 14.51 14.51

(注) 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示しております。 

 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
 

当第３四半期におけるわが国経済は、企業収益の改善などにより、総じて回復基調を示しております

が、原燃料価格の上昇、公共投資の低迷など、当社の事業環境については依然として厳しい状況が続い

ております。 

このような情勢のもと、当社グループは昨年度開始した新中期経営計画「ネクスト７７１」の施策の

具体化と実行に取組んでおります。 

当第３四半期の経営成績は、原燃料価格の高騰を吸収するための販売価格改定を継続実施するととも

に、営業活動の強化による拡販につとめ、売上高が４９５億１千１百万円と対前年同期比２．８％の増

収となりました。 

利益面では、生産設備の省エネルギー化や生産の内作化等製造コストの削減につとめた結果、営業利

益が２９億９千９百万円と対前年同期比９．６％の増益、経常利益が２６億９千１百万円と対前年同期

比１５．５％の増益、四半期純利益が１３億２千２百万円と対前年同期比２７．６％の増益となりまし

た。 
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(2)財政状態(連結)の変動状況 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

平成18年３月期第３四半期 105,478 43,362 41.1 278.98

平成17年３月期第３四半期 100,293 39,313 39.2 252.77

(参考)平成 17 年３月期 99,845 40,551 40.6 260.80

 

【連結キャッシュ･フローの状況】 

 
営 業活動に よる
キャッシュ･フロー

投 資活動に よる
キャッシュ･フロー

財 務活動に よる 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金
同等物期末残高

 百万円 百万円 百万円 百万円

平成18年３月期第３四半期 4,963 △2,715 1,266 4,525

平成17年３月期第３四半期 1,600 1,218 △4,090 272

(参考)平成 17 年３月期 4,397 868 △5,829 989

 

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 
 

当第３四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収が進んだことなどにより４９

億６千３百万円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等に

より２７億１千５百万円の支出となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、子会社 東京製綱

海外事業投資(株)の増資に伴う少数株主からの資金受入や借入金の返済等により１２億６千６百万円の

収入となりました。 

なお、当第３四半期末日は金融機関の休日でありますが、期末日満期手形は満期日に決済が行われた

ものとして処理いたしました。 

 
 
３．平成 18 年３月期の連結業績予想（平成 17 年４月１日 ～ 平成 18 年３月 31 日） 

 予 想 売 上 高 予想経常利益 予想当期純利益 
１ 株 当 た り
予想当期純利益

 百万円 百万円 百万円 円 銭

通       期 70,000 4,400 2,400 15.44

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 
 

業績は、概ね当初予想どおりに推移しており、業績予想の修正はありません。 

 
※上記の業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって

予想数値と異なる場合があります。 
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〔添付資料〕

１．（要約）四半期連結貸借対照表

（単位  百万円）

対前連結会計年度

 科　　　　目 増 減

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

資 産 の 部 ％ ％ ％

  Ⅰ 流  動  資  産     

  現金及び預金 4,587 1,028 3,558 338

  受取手形及び売掛金 18,034 21,360 △3,326 19,221

  たな卸資産 10,436 8,523 1,913 10,435

  繰延税金資産 1,720 1,681 39 2,191

  そ  の  他 4,302 2,609 1,692 2,808

  貸倒引当金 △108 △152 44 △120

  流動資産合計 38,973 36.9 35,051 35.1 3,921 34,874 34.8

  Ⅱ 固  定  資  産     

有形固定資産     

  建物及び構築物 8,057 8,299 △242 8,454

  機械装置及び運搬具 13,424 14,076 △652 14,068

  土  　  地 20,029 20,233 △204 20,191

  信託固定資産 9,409 9,634 △225 9,708

  建設仮勘定 976 300 675 577

  そ  の  他 352 375 △22 362

      計 52,249 (49.5) 52,921 (53.0) △671 53,363 (53.2)

 無形固定資産 649 (0.6) 326 (0.3) 322 271 (0.3)

投資その他の資産     

  投資有価証券 7,983 5,311 2,672 5,460

  繰延税金資産 3,398 4,403 △1,004 4,784

  そ  の  他 2,509 2,112 396 1,775

  貸倒引当金 △323 △281 △41 △236

      計 13,568 (12.9) 11,546 (11.6) 2,021 11,784 (11.7)

  固定資産合計 66,466 63.0 64,793 64.9 1,672 65,419 65.2

  Ⅲ 繰　延  資  産 38 0.0 － － 38 － －

資  産  合  計 105,478 100 99,845 100 5,633 100,293 100

前年同四半期末

(平成16年12月31日現在)

当第３四半期末

(平成17年12月31日現在)

前連結会計年度末

(平成17年3月31日現在)
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（単位  百万円）

対前連結会計年度

 科　　　　目 増 減

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

負 債 の 部 ％ ％ ％

  Ⅰ  流　動　負　債     

  支払手形及び買掛金 12,110 11,845 264 11,325

  短期借入金 17,377 16,941 436 21,456

  信託短期借入金 120 120 － 120

  未 払 費 用 1,999 1,816 182 1,943

  賞与引当金 533 1,051 △517 508

  そ  の  他 2,697 1,579 1,118 2,556

  流動負債合計 34,838 33.0 33,354 33.4 1,484 37,910 37.8

  Ⅱ  固　定　負　債

  長期借入金 5,681 7,291 △1,610 4,454

  信託長期借入金 410 470 △60 530

  繰延税金負債 164 136 27 129

  再評価に係る繰延税金負債 7,300 7,350 △49 7,350

  退職給付引当金 2,432 2,328 103 2,277

  信託長期預り金 6,311 6,188 123 6,147

  長期前受賃料 1,188 1,312 △123 1,352

  連結調整勘定 48 56 △8 62

  そ  の  他 397 396 1 404

  固定負債合計 23,933 22.7 25,529 25.6 △1,595 22,708 22.6

負　債　合　計 58,772 55.7 58,883 59.0 △111 60,619 60.4

少 数 株 主 持 分

   少数株主持分 3,343 3.2 410 0.4 2,932 360 0.4

 資 本 の 部

  Ⅰ  資    本    金 15,074 14.3 15,074 15.1 － 15,074 15.0

  Ⅱ  資 本 剰 余 金 8,457 8.0 8,457 8.5 － 8,457 8.4

  Ⅲ  利 益 剰 余 金 6,000 5.7 5,008 5.0 992 3,758 3.8

  Ⅳ  土地再評価差額金 11,691 11.1 11,764 11.8 △72 11,764 11.7

  Ⅴ  その他有価証券評価差額金 2,928 2.8 1,341 1.3 1,587 1,344 1.4

  Ⅵ  為替換算調整勘定 317 0.3 － － 317 － －

  Ⅶ  自  己  株  式 △1,107 △1.1 △1,093 △1.1 △13 △1,084 △1.1

資　本　合　計 43,362 41.1 40,551 40.6 2,811 39,313 39.2

負債、少数株主持分及び資本合計 105,478 100 99,845 100 5,633 100,293 100

前年同四半期末

(平成16年12月31日現在)

当第３四半期末

(平成17年12月31日現在)

前連結会計年度末

(平成17年3月31日現在)
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２．（要約）四半期連結損益計算書

（単位  百万円）

科  目

金  額 百分比 金  額 百分比 金額 比 率 金  額 百分比

％ ％ ％

 Ⅰ 売  上  高 49,511 100  48,162 100  1,349 2.8 69,101 100  

 Ⅱ 売 上 原 価 39,707 80.2 38,839 80.6 867 55,106 79.7

     売 上 総 利 益 9,804 19.8 9,323 19.4 481 13,995 20.3

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,805 13.7 6,585 13.7 219 8,984 13.0

     営業利益 2,999 6.1 2,737 5.7 261 9.6 5,010 7.3

 Ⅳ 営 業 外 収 益 488 0.9 373 0.7 115 508 0.7

     受取利息 17 19 △1 28

     受取配当金 121 110 11 149

     雑収入 349  244  105 330  

 Ⅴ 営 業 外 費 用 797 1.6 781 1.6 15 1,331 1.9

     支払利息 391 441 △50 576

     雑損失 405  339  66 755  

     経常利益 2,691 5.4 2,329 4.8 361 15.5 4,187 6.1

 Ⅵ 特 別 利 益 － － 283 0.6 △283 504 0.7

　   投資有価証券売却益 － 283 △283 462

　   償却債権取立益 － － － 41

 Ⅶ 特 別 損 失 493 1.0 1,080 2.2 △587 1,160 1.7

     役員退任慰労金 36 18 17 17

     為替差損 279 － 279 －

     土地売却損 12 988 △976 988

     固定資産減損損失 164 － 164 －

     関係会社株式評価損 － 29 △29 29

     ゴルフ会員権評価損 － 43 △43 43

     関係会社貸倒引当金繰入額 － － － 81

     税金等調整前四半期（当期）
     純利益

     税 金 費 用 844  414  430 1,127  

     少 数 株 主 損 益 △31  △82  51 △124  

     四半期（当期）純利益 1,322 2.7 1,035 2.2 286 27.6 2,279 3.3

(参考)前連結会計年度

自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

増  減

当第３四半期

自 平成17年４月１日

至 平成17年12月31日

前年同四半期

自 平成16年４月１日

2,198 4.4 1,532 3.2 5.1

至 平成16年12月31日

665 43.4 3,531
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３．四半期連結剰余金計算書

 （単位  百万円）

当第３四半期

科　　　目 平成17年４月１日から 増 減

平成17年12月31日まで

金 額

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 8,457 8,447 9  8,447

Ⅱ 資本剰余金増加高 － 9 △9 9

　　 自己株式処分差益 － 9 △9 9

Ⅲ 資本剰余金四半期末(期末)残高 8,457 8,457 － 8,457

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 5,008 1,534 3,473  1,534

Ⅱ 利益剰余金増加高 1,394 2,224 △829  3,473

　　 四半期(当期)純利益 1,322 1,035 286 2,279

　　 土地再評価差額金取崩額  72  1,185 △1,112 1,185

　　 新規連結に伴う利益剰余金増加額 － － － 5

　　 非連結子会社合併に伴う
　　 利益剰余金増加額

Ⅲ 利益剰余金減少高 402 － 402  －

　　 配　当　金 388 － 388 －

　　 新規持分法適用に伴う
　　 利益剰余金減少額

Ⅳ 利益剰余金四半期末(期末)残高 6,000 3,758 2,241  5,008

前年同四半期

平成16年４月１日から

金  額

13 －

(参考)前連結会計年度

平成17年３月31日まで

平成16年４月１日から

平成16年12月31日まで

金  額

－ 3 △3 3

13

金  額

－
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４．（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）
当第３四半期 前年同四半期 (参考)前連結会計年度

平成17年４月１日から 平成16年４月１日から 増 減 平成16年４月１日から

平成17年12月31日まで 平成16年12月31日まで 平成17年３月31日まで

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 1 税金等調整前四半期（当期）純利益 2,198 1,532 665 3,531

 2 減価償却費 2,170 2,229 △59 2,963

 3 退職給付引当金の増減 103 93 9 139

 4 関係会社株式評価損 － 29 △29 29

 5 ゴルフ会員権評価損 － 43 △ 43 43

 6 土地売却損 12 988 △976 988

 7 固定資産減損損失 164 － 164 －

 8 関係会社貸倒引当金繰入額 － － － 81

 9 為替差損 279 － 279 －

 10 支払利息 391 441 △50 576

11 受取利息・配当金 △139 △129 △10 △177

12 持分法による投資利益 △14 － △14 －

13 役員退任慰労金 36 18 17 17

14 投資有価証券売却益 － △283 283 △462

15 償却債権取立益 － － － △41

16 売上債権の増減 3,231 △807 4,039 △2,861

17 たな卸資産の増減 △1,913 △1,740 △172 177

18 仕入債務の増減 77 405 △328 980

19 その他 △1,095 △507 △587 △719

 小計 5,502 2,315 3,187 5,265

20 利息及び配当金の受取額 139 132 6 180

21 役員退任慰労金支出 △36 △18 △17 △17

22 利息の支払額 △386 △441 55 △573

23 法人税等の支払額 △255 △386 130 △457

 営業活動によるキャッシュ・フロー 4,963 1,600 3,363 4,397

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 1 投資有価証券の取得による支出 △6 △2 △4 △3

 2 投資有価証券の売却による収入 0 901 △901 1,168

 3 関係会社株式取得による支出 △12 △64 51 △16

 4 関係会社出資による支出 △229 － △229 －

 5 貸付けによる支出 △20 △49 29 △133

 6 貸付金の回収による収入 25 148 △122 201

 7 有形固定資産の取得による支出 △2,091 △936 △1,154 △1,374

 8 有形固定資産の売却による収入 67 1,348 △1,280 1,337

 9 その他 △448 △125 △322 △310

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,715 1,218 △3,934 868

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 1 短期借入金の純増減額 1,120 △701 1,821 △5,063

 2 長期借入れによる収入 － 63 △63 3,500

 3 長期借入金の返済による支出 △2,353 △2,713 360 △3,526

 4 配当金の支払額 △382 － △382 －

 5 自己株式取得による支出 △13 △738 725 △752

 6 少数株主からの払込による収入 2,895 － 2,895 10

 7 その他 － － － 2

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,266 △4,090 5,356 △5,829

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 11 － 11 －

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 3,526 △1,270 4,796 △563

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 989 1,543 △554 1,543

Ⅵ 新規連結による現金及び現金同等物の増加額 10 － 10 8

Ⅶ 非連結子会社合併による
　 現金及び現金同等物の増加額

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 4,525 272 4,252 989

（注）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている金額との関係

   現金及び預金勘定 4,587 338 1,028

   預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △61 △65 △39

   現金及び現金同等物期末残高 4,525 272 989

－ 0 △ 0 0
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５．セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

当第３四半期 （自平成17年 4月 1日　至平成17年12月31日） （単位：百万円）

鋼索鋼線 開発製品 不動産 その他の 消　去

関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 計 又は全社 連　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　(1)外部顧客に対する売上高 29,845 12,379 991 6,295 49,511 － 49,511 
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高

　　 又は振替高 200 654 － 1,079 1,934 ( 1,934) － 

計 30,045 13,033 991 7,375 51,446 ( 1,934) 49,511 

　　営　業　費　用 28,188 12,525 466 7,266 48,447 ( 1,934) 46,512 

　　営　業　利　益 1,857 508 524 108 2,999 － 2,999 

前年同四半期 （自平成16年 4月 1日　至平成16年12月31日） （単位：百万円）

鋼索鋼線 開発製品 不動産 その他の 消　去

関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 計 又は全社 連　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　(1)外部顧客に対する売上高 26,778 14,384 965 6,033 48,162 － 48,162 
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高

　　 又は振替高 235 592 － 820 1,647 ( 1,647) － 

計 27,014 14,976 965 6,853 49,810 ( 1,647) 48,162 

　　営　業　費　用 25,911 13,994 463 6,702 47,072 ( 1,647) 45,425 

　　営　業　利　益 1,102 981 502 150 2,737 － 2,737 

前連結会計年度 （自平成16年 4月 1日　至平成17年 3月31日） （単位：百万円）

鋼索鋼線 開発製品 不動産 その他の 消　去
関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 計 又は全社 連　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　(1)外部顧客に対する売上高 36,331 23,267 1,292 8,210 69,101 － 69,101 
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高

　　 又は振替高 337 787 － 1,178 2,304 ( 2,304) － 

計 36,668 24,054 1,292 9,389 71,406 ( 2,304) 69,101 

　　営　業　費　用 34,792 21,837 615 9,149 66,395 ( 2,304) 64,091 

　　営　業　利　益 1,876 2,217 677 240 5,010 － 5,010 
(注)1.事業区分の方法
　  　内部管理上採用している区分によっております。
　　2.各事業区分の主要製品

区　分 　　主　要　製　品
鋼索鋼線関連事業 ワイヤロープ、各種ワイヤ製品、タイヤ用スチールコード
開発製品関連事業 道路安全施設、長大橋用ケーブル、橋梁の設計･施工、金属繊維、産業機械、

粉末冶金製品
不動産関連事業 不動産賃貸
その他の関連事業 繊維ロープ、網、石油製品

（２）所在地別セグメント情報

　　全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を
　省略しております。

（３）海外売上高

　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。  


